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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 地震被害情報の統合処理に基づく緊急対応支援システムの開発 
 
(b) 担当者 

（研究代表者） 岐阜大学工学部・助教授・能島暢呂 
（研究分担者） 岐阜大学流域圏科学研究センター・教授・杉戸真太 

岐阜大学工学部・助手・古本吉倫 
防災科学技術研究所地震防災フロンティア研究センター・ 

副チームリーダー・松岡昌志 
 
(c) 業務の目的 
 1995 年兵庫県南部地震以降，迅速な被害把握と的確な緊急対応が地震直後の最優先課題
であることが強く認識され，図１に示すように，地震動モニタリングによる早期被害推定，

広域的な被害把握手段としてのリモートセンシング情報，および，巡回・目視・通報など

による実被害情報などを主たる情報源とするリアルタイム地震防災システムが展開されて

きた 1)．こうした情報源は，「迅速性」「正確性」「広域同時性」などの面からそれぞれ一長

一短があり，相互補完的に有効活用されるのが適切である．しかし単に被害情報を蓄積す

るだけでは「情報の洪水」を招くばかりであり，「データの一元管理」という平常時におけ

る統合化の概念を超えた「統合処理手法」の開発が必要となる．ところが現状では，これ

らの情報源の連携を密接にするような情報処理手段が整備されていない． 
本研究課題では「被害情報の統合処理」という基本理念のもとに，地震動モニタリング

に基づく早期被害推定情報と，リモートセンシング情報，ならびに時々刻々入手される実

被害情報を統合処理することによって，迅速かつ正確な被害把握を可能とし地震後の緊急

対応を支援するシステムを開発するものである．この目的を達成するため，被害把握の手

がかりとなる異種情報を合理的に処理するための理論的枠組みの整備に取り組み，ベイズ

確率の方法を基本とする逐次処理アルゴリズムを構築するとともに，実務面での利用を前

提としたシステム開発を目指す． 
ここで開発する「地震被害情報の統合処理に基づく緊急対応支援システム」は，図 2 に

示すように，早期被害推定と実被害情報との間にある時間面・精度面でのギャップを埋め

るのに有効な役割を果たすものである．各情報を単独で利用するよりも効果的に被害推定

を行うことができ，緊急対応の意思決定に有用な情報を提供することが可能となると期待

される．図 3 に被害情報の統合処理と意思決定支援のおおまかな流れを示す．地震動情報
の入手後，数分程度で詳細な震度分布を推定し，10 分以内には初期被害把握を行う．その
後の実被害情報の入手に応じて被害推定を更新して精度を上げながら，緊急対応の意思決

定を支援する． 
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図 1 地震被害の早期把握のための情報源 1) 
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図 2 異種情報の「迅速性・正確性」と情報の「空白期・氾濫期」 
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図 3 被害情報の統合処理と緊急時の意思決定支援の流れ 



 
(d) ５ヵ年の年次実施計画 
1) 平成１４年度（実績）： 
異種被害情報の統合処理による意思決定支援システムのモジュールのプロトタイピン

グを行い，第 2 年度以降に予定しているパイロットスタディーの準備を進めた． 
・ 「工学的基盤面における地震動予測モジュール」および「表層地盤における地震動

予測モジュール」に関しては，「EMPR」と「FDEL」のソフトウェアを提供できる
体制を整えた．加えて，震度情報ネットワークからの受信情報を用いて，面的震度

分布を推定するための検討を行い，震度曝露人口を即時推計するシステムを構築し

た．「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」については，供給系ライフライン

機能を対象とした予測モデルを構築した． 
・ 「人工衛星画像処理・被災地判定モジュール」に関しては，兵庫県南部地震を対象

として実施したケーススタディーにより，被災地域の早期検出という利用目的のた

めに人工衛星画像情報と震度情報との統合処理が有効であることを確認することが

できた．また，将来発生が予想される東海地震，東南海地震，南海地震での被害抽

出のため ERS 衛星画像等の基礎データとして収集した．  
・ ベイズ確率の方法に基づく確率更新と逐次確率比検定のアルゴリズムを用いて，「被

害情報の統合処理モジュール」および「緊急対応の意思決定支援モジュール」のプ

ロトタイプを作成した．兵庫県南部地震の被災地域を対象としたデモンストレーシ

ョンを通じて，震度に基づく被害推定と実被害情報の統合処理による被害の逐次先

行予測が有効であることを確認した． 
2) 平成１５年度： 
・ モジュール群のプロトタイプ作成と入出力データ仕様等について検討する（継続）． 
・ 画像データや地盤データの前処理作業を行う（幾何補正，多府県データの整合化，

GIS 化） 
・ モジュール群のプロトタイプによるパイロットスタディーを実施する． 
・ 兵庫県南部地震および想定東海・東南海地震を対象とした被害情報処理過程および

意思決定過程のシミュレーションとその時空間 GIS 表示を行う． 
3) 平成１６年度： 
・ モジュール群のプロトタイプによるパイロットスタディーを実施する（継続）． 
・ 既往地震および想定地震を対象としたパイロットスタディーの成果を踏まえ，開発

システムの試験的運用に向けて課題を抽出する． 
・ 「リスク対応型地域管理情報システム」へのプラグインのためのモジュール群の仕

様策定とその構築作業を行う． 
・ 研究開発成果の中間とりまとめを行う． 

4) 平成１７年度： 
・ モジュール群の構築作業（継続）と「リスク対応型地域管理情報システム」へのプ

ラグインを行う． 
・ ケーススタディーによるプラグインモジュール群の試験的運用を行う． 
・ 開発システムの本格的運用に向けて課題を抽出する． 



5) 平成１８年度： 
・ 「リスク対応型地域管理情報システム」におけるプラグインモジュール群を本格的

に運用するとともに開発システムの有効性を評価する． 
・ 被害情報の統合処理による意思決定支援について提言を行う． 
・ 研究開発成果の最終取りまとめを行う． 

 
(e) 平成 15 年度業務目的 
初年度に引き続き，異種被害情報を統合処理する意思決定支援システムの全７モジュー

ル（工学的基盤面における地震動予測，表層地盤における地震動予測，各種被害関数を用

いた早期被害推定，空撮画像処理・被災地判定，人工衛星画像処理・被災地判定，被害情

報の統合処理，緊急対応の意思決定支援）のプロトタイプ作成を進める．加えて，モジュ

ール群のプロトタイプによるパイロットスタディーを実施し，兵庫県南部地震および想定

東海・東南海地震を対象とした被害情報処理過程および意思決定過程のシミュレーション

とその時空間 GIS 表示を行う． 
 



(2) 平成 15 年度の成果 
 
(a) 業務の要約 
異種被害情報の統合処理による意思決定支援システムのモジュールのプロトタイピン

グを進め，一部モジュールについては「リスク対応型地域管理情報システム」2), 3)への試

行的プラグインを行った．さらにこれを用いて，想定地震を対象としたパイロットスタデ

ィーを実施し，被害情報処理過程および意思決定過程のシミュレーションとその時空間

GIS 表示を行った． 
1) 「工学的基盤面における地震動予測モジュール」および「表層地盤における地震動
予測モジュール」に関しては，震度情報ネットワークによる観測点震度から面的震

度を即時推定する方法の高精度化を図った．「被害関数を用いた早期被害推定モジュ

ール」に関しては，推定震度分布に簡易的な被害推定手法を適用し，不確定性を考

慮して木造建物の初期被害推定を実施できるようにした．これらのモジュールにつ

いては「リスク対応型地域管理情報システム」に試行的にプラグインし，「被害情報

の統合処理モジュール」および「緊急対応の意思決定支援モジュール」と連携をと

れるようにした． 
2) 「人工衛星画像処理・被災地判定モジュール」に関しては，第 1 年度に検討した人
工衛星 SAR 強度画像を用いた被災地判定手法の拡張を図った．これまで「無被害地
域」と「全壊または大破率 100%地域」との二群判別を基本とする被災地判定を行っ
てきたが，本年度においては，判別可能な被災ランク数を上記 2 ランクから 7 ラン
クに増加した．さらに，震度情報と SAR 強度画像情報の統合処理によって，建物の
「全壊または大破率」を確率統計的に推定し，その期待値と標準偏差の定量的評価

を可能とした．また昨年度入手した中部地方の ERS 衛星 SAR 画像を用いて，2 時期
の画像の変化抽出を行い，土地被覆の変化を航空写真により確認して手法の妥当性

を検証した．「空撮画像処理・被災地判定モジュール」に関しては，エッジ情報に基

づく被害抽出手法の自動処理化について検討し，パラーメータファイルと実行ファ

イルの 2 つで構成されるモジュールに簡素化した． 
3) 「被害情報の統合処理モジュール」および「緊急対応の意思決定支援モジュール」
に関しては，モジュールの動作を支配する４種のパラメータが意思決定プロセスに

与える影響について詳細に分析し，それらの決定方法について検討した．また「リ

スク対応型地域管理情報システム」に試行的にプラグインすることによって，上記

1)の 3 モジュール群と連動して動作するプロトタイプを作成した．さらに岐阜県を対
象としたパイロットスタディーを行い，時空間 GIS 表示により迅速・正確な被害把
握と意思決定支援を目指す本開発システムの有効性を検証した． 

 



(b) 地震動情報による被害早期把握に関する開発 
 
1) 業務の実施方法 
次の 3 モジュールに関するプロトタイプを構築し，「リスク対応型地域管理情報システ

ム」に試行的にプラグインしてシステムの稼動確認と有効性の検証を行う． 
・「工学的基盤面における地震動予測モジュール」 
・「表層地盤における地震動予測モジュール」 
・「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」 

具体的には，昨年度において検討した面的震度分布の推定手法の高精度化を図るととも

に，簡易的な被害推定手法を適用して木造建物の初期被害推定を実施可能とする．さらに

想定地震を対象としたパイロットスタディーを行って，統合情報処理システムによる震度

分布推定と初期被害把握を行い，「被害情報の統合処理モジュール」および「緊急対応の

意思決定支援モジュール」への１次情報を提供するまでの一連の流れをシミュレーション

する． 
 
2) 業務の成果 
震度分布推定の手段として本システムでは，地震動予測モデル EMPR4)と地盤震動解析

モデル FDEL5)とを組み合わせた詳細な方法と，震度情報ネットワークによる観測震度を

空間補間する高速処理法 6)の二種類を検討している．前者については，「リスク対応型地域

管理情報システム」へのプラグインに向けての仕様について基礎的検討を行った．ここで

は後者の高速処理法に関する手続きについて説明する． 
(i) 震度情報ネットワークからの震度の受信 
岐阜県震度情報ネットワークにおいては，岐阜県内 99 市町村（2002 年度末現在）で観

測された計測震度が伝達される．これらを受信して基本情報とする．現在，市町村合併が

進んでいるが，これに伴って震度観測体制が変更されることはない見込みである． 
(ii) 各観測点における工学的基盤レベルでの震度推定 
観測点での地表面震度を工学的基盤レベル相当の震度に変換する．この処理を高速化す

るため，「岐阜県地震被害想定調査」7)および「岐阜県東海地震等被害想定調査報告書」8)

で用いられた 49 種類の地盤モデルを対象として，表層地盤の非線形増幅特性を震度増分
値として表す変換テーブルを作成した．各地盤モデルの基盤相当層に EMPR によって発生
した様々な震度レベルのシミュレーション地震動を各地盤モデルに入力し，FDEL による
地盤応答解析を行って計測震度を算出して作成したものである． 
なお岐阜県域は 2 分の 1 地域メッシュ（約 500m 四方）単位で 41,461 メッシュに分割

され，それぞれの地形・地質条件などを考慮して適切な地盤モデルが割り当てられている． 
(iii) 工学的基盤レベルでの震度の補間推定 
震度の面的補間については，未観測地点の半径 25km 以内で短距離順に 5 点の観測点を

選定し，距離の 2 乗に反比例した重み付き平均で評価した．なお震源情報（マグニチュー
ドと震源位置）が既知の場合には，距離減衰式からの誤差成分の補間を行うことで精度向

上を図る．震源情報が未知の場合には震度自体を補間する．この手続きを県内の全メッシ

ュについて適用して，工学的基盤レベルでの震度分布を推定する． 



(iv) 各メッシュにおける表層地盤での震度推定 
任意地点での基盤面震度が求められると，前述の変換テーブルを用いて，当該地点での

地盤モデルの震度増分値を加えることによって地表面震度を算出する．この手続きを県内

の全メッシュについて適用して，面的震度分布の即時推定を行う． 
以上の手続きを担う「工学的基盤面における地震動予測モジュール」および「表層地盤

における地震動予測モジュール」に関しては，「リスク対応型地域管理情報システム」に

試行的にプラグインを行い，想定地震を対象としたパイロットスタディーを行った．一例

として，想定関ヶ原－養老断層地震（Mj = 7.7）を対象としたケースを示す．図 4 は「リ
スク対応型地域管理情報システム」で岐阜県領域を表示したものである．断層は岐阜県南

西部の三重県との県境付近に位置している．図 5 は地震動シミュレーションによる予測震
度を用いた仮想的な震度情報を受信した画面を示しており，図 6 は震度情報表示部を拡大
したものである．これに基づいて，上記手順により求めた市町村震度を図 7 に，工学的基
盤面での面的推定震度を図 8 に，地表面における面的推定震度分布を図 9 に示す．距離減
衰特性および地盤増幅特性を反映した推定結果となっている． 
 



 
図 4 「リスク対応型地域管理情報システム」における岐阜県領域の表示 

 

 
図 5 「リスク対応型地域管理情報システム」における震度情報の受信 



 
図 6 県内の各市町村から受信した震度情報の表示部 

 

 
図 7 各市町村における観測点震度 



 

 
図 8 工学的基盤面における面的推定震度分布 

 

 
図 9 地表面における面的推定震度分布 

 

 



「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」は，上記のようにして推定される震度を

利用して，各種の被害関数を適用することによって初期被害推定を行うものである．本年

度においては，木造建物を対象としたモジュールを構築することとした． 
木造建物の被害予測に関しては，「岐阜県地震被害想定調査」7)および「岐阜県東海地震

等被害想定調査報告書」8)の手法を踏襲した．表 1 に示すように，木造建物は建築年代と
屋根の重量種別の組み合わせに応じて，耐震性の低い順に A，B，C，D の 4 ランクにグル
ープ分けされている．これらの 4 ランクそれぞれについて，全壊および半壊の被害関数が
設定されている．計測震度の関数として表示された全壊の被害関数を図 10 に示す．全壊
率 50%に相当する計測震度は，耐震性ランク A，B，C，D の順に，6.25，6.4，6.5，6.7
である． 
 木造建物データについては，「岐阜県東海地震等被害想定調査報告書」8)における作業過

程で整備されたデータセットを用いた．被害想定における集計単位は 2 分の 1 地域メッシ
ュ（約 500m 四方）であり，木造建物棟数もこれにあわせて取りまとめられている．建物
は用途別に，1) 住宅系建物，2)工場・事務所・学校系建物，3)飲食店・公衆浴場系建物，
4)福祉施設・病院系建物の 4 種類に分類されているが，本研究課題では用途分類について
は考慮せず，耐震性ランクのみに注目して集計を行うこととした． 
 次に，メッシュごとの全壊率と半壊率を求める方法について説明する．まず，あるメッ

シュで推定された震度に基づいて，全壊の被害関数（図 10）と半壊の被害関数を用いて耐
震性ランクごとの全壊率と半壊率を求める．この被害率と当該メッシュにおける耐震性ラ

ンク別の木造建物棟数を用いて，全壊棟数と半壊棟数を算出する．これらをメッシュ内の

全棟数で除すことによって，当該メッシュにおける全壊率と半壊率を求める． 
被災ランクを全壊・半壊・無被害の 3 ランクとすると，これらの総和は 100%であるか

ら，任意の被害率の構成パターンは，全壊率・半壊率・無被害率の 3 つの軸からなる三角
座標系の 1 点で示される．しかし本研究課題では，その後の情報入手に応じて逐次推定更
新を行うために，被害率の構成パターンの不確定性を考慮する．具体的には図 11 に示す
ように，総和が 100%になる被害率の構成パターン（平均値は全壊率 20%，半壊率 30%，
無被害率 50%）を，三角座標系での確率密度関数として表すこととしている．この点につ
いては，「(d) 異種情報の統合処理による意思決定支援システムの開発」の項で詳述する． 
図 12 は，先に示した想定関ヶ原－養老断層地震（Mj = 7.7）の推定震度をもとにして，

大垣市における 2 つのメッシュで推定された初期被害推定の結果を示したものである．図
12(a)は非耐震的な建物が多いメッシュ（全棟数 800）で，反対に図 12(b)は耐震的な建物
が多いメッシュ（全棟数 126）である．双方の震度は 6.06 および 5.90 であり，いずれも
6.0 前後の値で大差はない．しかし，耐震性および建物棟数の差が顕著にあらわれ，全壊
棟数の初期推定値は，(a)で平均 106 棟であるのに対して，(b)ではわずか平均 3 棟となっ
ている．また被害率の不確定性を見込んでいるため，被害棟数の推定値にも幅が与えられ

ている．なおこの段階では，調査は未実施であるので「実被害情報」の欄はすべて 0 とな
っている． 
以上のようにして得られる被害の初期推定結果は，最終的なアウトプットではなく，逐

次推定更新のための「一次情報」と位置付けられる． 
 



表 1 木造建物の耐震性のランク 7), 8) 
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図 10 木造建物の耐震性のランク別に設定された全壊率の被害関数 

 

 
図 11 ばらつきを考慮した被害率の初期推定結果の一例 

 

  
(a) 非耐震的な建物が多いメッシュ   (b) 耐震的な建物が多いメッシュ 
図 12 震度情報に基づく木造建物の初期被害推定（大垣市内の２メッシュ） 



 
 
3) 結論ならびに今後の課題 
・ 「工学的基盤面における地震動予測モジュール」および「表層地盤における地震動

予測モジュール」に関しては，昨年度に引き続き，震度情報ネットワークによる観

測点震度から面的震度を即時推定する方法について検討を進めた．昨年度に改善課

題として挙げた欠損値補完と基盤レベルでの補間に関する問題を解決するとともに，

基盤面と地表面での震度変換テーブルを修正した．今後さらに，基盤レベルでの補

間と表層地盤の非線形増幅特性の両面で，推定精度の向上を図る． 
・ 「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」に関しては，推定震度分布に簡易的

な被害推定手法を適用し，不確定性を考慮して木造建物の初期被害推定を実施でき

るようにした．今後，RC 造などの非木造建物についても，木造建物と同様に初期被
害推定を行うことができるよう検討を進め，地域の建物属性に適合したフラジリテ

ィー関数の合成を行う． 
・ これらのモジュールについては「リスク対応型地域管理情報システム」に試行的に

プラグインし，「被害情報の統合処理モジュール」および「緊急対応の意思決定支援

モジュール」と連携をとれるようにした．プラグイン方法および入出力データに関

してはコアチームで仕様策定中であり，その結果にあわせて調整を進める方針であ

る． 
 



(c) リモートセンシング情報による被害早期把握に関する開発 
 
1) 業務の実施方法 
昨年度においては，人工衛星 SAR 強度画像を用いて「無被害地域」と「全壊または大

破率 100%地域」とを確率統計的に判別することを目的とした被災地判定手法について考
察した 9)．また「人工衛星画像処理・被災地判定モジュール」のプロトタイプを構築し，

被災地域の早期検出という利用目的に関しては，人工衛星画像情報と震度情報との統合処

理が有効であることを確認した． 
本年度においては，判別可能な被災ランク数を上記２ランクから７ランクに増加し，統

合処理モジュールの推定精度の向上と適用性の拡大を図ることとした．具体的には，震度

情報とその後に得られる SAR 強度画像情報を統合処理することによって，建物の「全壊
または大破率」を確率統計的に推定し，その期待値と標準偏差を定量的に評価できるよう

に拡張する．また昨年度に入手した中部地方の ERS 衛星 SAR 画像を用いて変化抽出を行
い，土地被覆の変化を航空写真により確認して手法の妥当性を検証する．また「空撮画像

処理・被災地判定モジュール」に関しては，エッジ情報に基づく被害抽出手法の自動処理

化について検討し，パラーメータファイルと実行ファイルの 2 つで構成されるモジュール
に簡素化する． 

 
2) 業務の成果 
人工衛星 SAR（合成開口レーダ）は，照射マイクロ波の地表反射（後方散乱）を測定す

る能動型センサを用いたリモートセンシング技術であり，広域性・同時性という特徴に加

えて，昼夜観測可能かつ全天候型という利点を有する．松岡ら 10)は，兵庫県南部地震の前

後の ERS/SAR 画像を用いて，下記に示す７つの被災ランクの地域からそれぞれ 2000 画
素ずつをランダム抽出し，建物の被災が SAR 強度画像に与える影響を考察した． 

 被災ランク 0：全壊または大破率 0% （中央値 0.0%） 
 被災ランク 1：   同   0.0～6.25%未満 （ 同 3.13%） 
 被災ランク 2：   同   6.25～12.5%未満 （ 同 9.38%） 
 被災ランク 3：   同   12.5～25%未満 （ 同 18.75%） 
 被災ランク 4：   同   25～50%未満 （ 同 37.5%） 
 被災ランク 5：   同   50～100%未満 （ 同 75.0%） 
 被災ランク 6：   同   100% （ 同 100%） 

その結果，地震前後における後方散乱強度の差分値(dB)と空間相関係数が，建物倒壊の激
しい地域において無被害地域よりも低下する傾向が明らかにされた．図 13 は，後方散乱
強度の差分値および空間相関係数の散布図を上記のランク別に示したものである． 
本年度においては，このデータセットに回帰判別分析の手法 11)を適用して回帰判別関数

を求め，SAR 強度画像情報の７被災ランクに対する尤度関数を構築する．回帰判別分析と
は，目的関数が名義尺度ではなく順序尺度や間隔尺度である場合に用いられる判別分析手

法の一つで，ここでの問題設定に適切に適用可能な手法である．回帰分析における被説明

変数としては，各被災ランクの「全壊または大破率」のレンジの中央値をとることとした．

分析の結果，得られた回帰判別関数は次式のようである． 



 
ZR = -1.2098 * d -4.3595 * r 

 
ただし，d : 後方散乱強度の差分値(dB)，r : 後方散乱強度の空間相関係数である．二群判
別関数においては判別境界を 0 に調整するような定数項が存在するが，多群判別を目的と
する回帰判別関数の場合には定数項がない．この式に基づいて，各被災ランク 2000 画素
の判別スコア ZRの頻度分布を示したものが図 14 であり，さらにモーメント法により正規
分布でフィッティングしてモデル化したものが図 15 である．各被災ランクにおける平均
と標準偏差を以下に示す． 
 
 被災ランク 0 １ 2 3 4 5 6 
 平均値 -2.057 -1.999   -1.728   -1.423   -1.024   -0.380   -0.301 
 標準偏差 0.715 0.810 0.935 0.997 1.211 1.437 1.602 
 
図 14 および図 15 より，高い被災ランクほど判別スコア ZRが大きな値をとる傾向は一貫

して認められる．しかし７被災ランクの分布が十分に分離しておらず，相互の重なりが顕

著であるため，判別スコア ZR でに基づいて最尤法で判別することは適切ではないことは

明らかである． 
そこで，判別スコア ZRの関数として人工衛星 SAR 強度画像情報の尤度関数をモデル化

することとした．具体的には，図 15 を用いて判別スコア ZRごとに各被災ランクの構成比

率を求めて尤度関数とする方法をとった．図 16 はその結果を示す．なお ZR<-2.5 の領域
においては，尤度関数の値の序列に矛盾が生じること回避するため，モデル関数の適用限

度を ZR=-2.5 としている． 
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図 13 後方散乱強度の差分値および空間相関係数の散布図 

（各被災ランク 2000 画素のランダム抽出） 
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図 14 各被災ランク 2000 画素の判別スコア ZRの頻度分布 
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図 15 各被災ランク 2000 画素の判別スコア ZRの頻度分布の正規分布モデル 
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図 16 判別スコア ZRによる尤度関数 
 
 
上記の７被災ランクの発生確率を計測震度相当の震度で推定する被害関数については，

建設省（現国土交通省）建築研究所による兵庫県南部地震の被災データ 12）を利用して構

築した．まず，大被害を受けた神戸市 7 区（東灘，灘，中央，兵庫，長田，須磨，垂水）
および他 6 市（川西，宝塚，伊丹，尼崎，西宮，芦屋）における計 3296 町丁目の「全壊
または大破率」を，上記の被災ランクごとに整理した．次に，各市区の全体の「全壊また

は大破率」から，山口・山崎 13）の被害関数より震度を逆推定して各市区の平均的な震度

を当てはめた．図 17 は推定震度の小さい順に 13 市区の結果を並べ替えたものである．さ
らに，震度に対する非超過確率を被災ランクごとにロジスティック分布でモデル化し，最

尤法によるフィッティングにより各被災ランクの超過確率（各被災ランク以上の被害とな

る確率）を求めた．その結果は図 18 に示すとおりである．各曲線の分離はよくないが，
これは各市区につき 1 つの震度をあてはめたためである．震度情報の空間解像度が高い場
合には，精度の高い被害関数を利用することが可能となろう． 
これら 6 本の非超過確率のカーブより，隣り合う 2 つのカーブの差をとることによって

各被災ランクに入る確率を求めたものが図 19 である．震度 6.6 を超える高い震度領域で
は図 18 のカーブの裾野で交差が生じているため，被災ランク 1～5 の確率については若干
の修正を行った．分析に利用したデータの最高震度が東灘区の 6.59 であることを考慮して，
震度 6.6 における被災ランク 1～5 の確率の比率を，被災ランク 6 以外の部分に乗じて分
解することにより，負の値が生じないように工夫している．被災ランクごとに分解した 7
種類の被害関数の平均値をとり，元の被害関数 13）と比較して適合度を確認した（図 20）．
分解した被害関数の平均値は，元の被害関数よりも若干大きめの被害となっているが，大



きな差異ではない．ただし，分解した被害関数の平均値は，80%程度で頭打ちとなってい
る．これは，被災ランクを離散的に扱い，中央値を代表値としたことに起因すると考えら

れる． 
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図 17 神戸市 7 区および他 6 市で推定された平均震度と「全壊および大破率」の関係 
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図 18 震度による被害関数（各被災ランク以上となる確率） 
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図 19 震度による被害関数（各被災ランクの生起確率） 
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図 20 元の被害関数（山口・山崎 13））と分解された被害関数の平均値の比較 



 震度情報（震度 5.0，5.25，5,50，5.75，6.0，6.25，6.5）を単独使用して図 19 により
推定される「全壊または大破率」の確率分布をもとにして，平均値μ，標準偏差σ，およ

びμ＋σとμ－σで示した結果が図 21 である．同様に図 16 を用いて，SAR 強度画像情報
（ZR = －3.0，－2.0，－1.0，0.0，1.0，2.0，3.0）を単独使用した場合の結果を図 22 に
示す． 
次に，震度情報に基づいて被害関数により得られた被災ランクの確率分布と，SAR 強度

画像情報に基づいて得られた判別スコアごとの尤度関数とを統合処理して，ベイズ確率の

方法を適用して推定確率分布を更新した結果を示す．図 23(a)(b)は，49 種類（判別スコア
７種類×震度７種類）の情報入手パターンに対する「全壊または大破率」の確率分布をも

とに，それぞれの期待値μと標準偏差σを示したものである．また図 23(c)(d)は，期待値
μ－標準偏差σ（下限値 0）および期待値μ＋標準偏差σ（上限値 1）を示したものであ
る． 
実際には，GIS 上に展開された震度分布と SAR 強度画像情報の判別スコア ZRとを用い

て，本提案手法により確率更新を行うことによって，図 23(a)(c)(d)に示したような結果（μ，
μ－σ，μ＋σ）の空間的分布が表示されることになる． 
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図 21 震度情報による「全壊または大破率」の確率分布の要約 
（左列より平均値μ，標準偏差σ，μ＋σ，μ－σ） 

 

Estimate of "Taiharitsu"

0.178

0.198

0.338

0.569

0.746

0.841

0.893

0.271

0.281

0.334

0.334

0.264

0.193

0.148

0.448

0.479

0.672

0.902

1.000

1.000

1.000

0.004

0.235

0.482

0.648

0.745

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

D
is

cr
im

in
an

t s
co

re

AVE STD AVE+STD AVE - STD

 

図 22 SAR 強度画像情報による「全壊または大破率」の確率分布の要約 
（左列より平均値μ，標準偏差σ，μ＋σ，μ－σ） 
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(a) 確率分布の期待値μ 
 

Estimate of "Taiharitsu" [STD]
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(b) 確率分布の標準偏差σ 

 
図 23 震度と SAR 画像情報の統合処理による「全壊または大破率」の推定（つづく） 
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(c) 確率分布の期待値μ－標準偏差σ（下限値 0） 
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(d) 確率分布の期待値μ＋標準偏差σ（上限値 1） 
 

図 23 震度と SAR 画像情報の統合処理による「全壊または大破率」の推定（つづき） 



昨年度と同様に，兵庫県南部地震の被災地域を対象として，被害推定結果を更新するケ

ーススタディーを行った．地震後ほぼ即時的に得られる市区単位の震度分布（図 24）を 1
次情報とし，次いで得られる SAR 強度画像情報（図 25）を 2 次情報とする場合を想定し
た．まずベイズ確率の方法により「全壊または大破率」の確率分布を更新して，その期待

値μと標準偏差σを求めた．これをもとに，μ，μ＋σ，μ－σの３種類を図示したもの

が図 26 である．ただし，μ＋σにおいては 1 を上限とし，μ－σにおいては 0 を下限と
している．震度情報が市区単位であるため行政界での不連続性が目立つものの，いわゆる

「震災の帯」に相当する被害地域が明確に現れて抽出が容易となっている．また，被害率

を定量的に把握でき，その不確定性評価も可能であることが，提案手法の利点として挙げ

られる．より詳細な面的震度分布を適用した場合には，推定精度をさらに向上できること

は明らかである． 
 
 
 

 
図 24 兵庫県南部地震における市区ごとの代表震度 

 

 
図 25 地震前後の人工衛星 SAR 強度画像の差分情報による判別スコア ZRの分布 



 
(a) 期待値μ 

 

 
(b) 期待値μ＋標準偏差σ 

 

 
(c) 期待値μ－標準偏差σ 

図 26 統合処理による「全壊または大破率」の推定値の更新結果 



 「人工衛星画像処理・被災地判定モジュール」に関しては，以上に加えて，市販ソフト

ウェアのオブジェクトに依存していた一部の処理について，他システムにも実装がで きる
よう，FORTRAN プログラムの再コード化を完了した．これにより，キャリブレーション
および位置合わせが済んだ地震前後の SAR 画像（8 ビット raw フォーマット）が与えら
れれば，ノイズ除去処理，差分値と相関値の計算と，合成変量の算出までを自動的に処理

できるようになった．さらに，被災地判定手法の精度検証のために，昨年度入手した中部

地方の ERS 衛星 SAR 画像（1997 年 9 月 7 日，2000 年 3 月 5 日）に対して手法を適用し，
被害（この場合は変化）抽出を行った．そして，この 2 時期間での土地被覆の変化（建物
撤去や新築状況など）を航空写真により確認し，手法の妥当性を検証した．また，2003
年 12 月 26 日に発生したイラン・バム地震へ適用するために，地震前後の RADARSAT 画
像を入手した．今後，処理を進める予定である． 
「空撮画像処理・被災地判定モジュール」に関しては，以前は，解析者の判断に基づき，

多くのプログラムを対話形式あるいはコンパイルを繰り返して実行・確認等する必要があ

った．そこで今年度は，エッジ情報に基づく被害抽出手法については，誰でも簡単に処理

できるよう，パラーメータファイルと実行ファイルの 2 つで構成されるモジュールに簡素
化した．これは，8 ビット x3 チャンネルの bmp フォーマットの画像ファイルを入力とし，
エッジ情報の算出，テクスチャ解析，そして，被害地を抽出して画像化するまでを完全に

自動化したものである．これにより，航空写真や高分解能衛星画像が地震後に得られれば，

即座に被災地の自動推定ができるようになった．図 27 には，阪神・淡路大震災の 1 日後
に観測された航空写真に手法を適用し，被害地域を検出した例を，図 28 には，イラン・
バム地震の 1 日後にバムを観測した IKONOS 画像（リモート・センシング技術センター
との共同研究に基づき入手）に適用した例を示す． 



 

 

図 27 阪神・淡路大震災後の 1 日後に撮影された航空写真から被災地を推定した結果 
 
 

 
図 28 イラン・バム地震の 1 日後にバムを観測した IKONOS 画像から被災地を推定 

した結果 
 
 



3) 結論ならびに今後の課題 
・ 震度情報とその後に得られる SAR 強度画像情報を統合処理することによって，建物
の「全壊または大破率」を確率統計的に推定し，その期待値と標準偏差を評価する

方法論を開発した．昨年度に検討した方法では「全壊または大破率 100%」となって
いる確率を示すに過ぎなかったが，「全壊または大破率」そのものを推定可能とした

ことにより，被害量の相対的評価にとどまらず，絶対的評価が行えるようになった．

兵庫県南部地震を対象として実施したケーススタディーにより，提案手法の有効性

を示した．さらに，昨年度入手した中部地方の ERS 衛星 SAR 画像を用いて，2 時
期の画像の変化抽出を行い，土地被覆の変化を航空写真により確認して手法の妥当

性を検証した．次年度には，本年度に完成した統合処理手法を元にして「人工衛星

画像処理・被災地判定モジュール」のプロトタイプを改良し，モジュール作成を進

める． 
・ また「空撮画像処理・被災地判定モジュール」に関しては，エッジ情報に基づく被

害抽出手法の自動処理化について検討し，パラーメータファイルと実行ファイルの

2 つで構成されるモジュールに簡素化した．今後，震度情報等の異種情報との統合
処理に適用できるよう被害抽出アルゴリズムの検討し，プログラムのコード化を進

める方針である．また，「被害情報の統合処理モジュール」との親和性を考慮して，

推定被災度を「○○棟(パラメータ M0’)のうち××棟(パラメータ n0’)が全壊」と
いう形式で表現する手法について検討を進める． 

 



(d) 異種情報の統合処理による意思決定支援システムの開発 
 
1) 業務の実施方法 
昨年度においては，地震動情報および実被害情報の異種情報を統合処理して意思決定を

支援することを目的として，次の２モジュール群のプロトタイピングを行った．  
・「被害情報の統合処理モジュール」 
・「緊急対応の意思決定支援モジュール」 

本年度においては，これらを司る４種のパラメータの規定方法について検討する．また

モジュール群に改良を加え，「(b) 地震動情報による被害早期把握に関する開発」で示した
３モジュール（工学的基盤面における地震動予測モジュール，表層地盤における地震動予

測モジュール，被害関数を用いた早期被害推定モジュール）と連動して動作するプロトタ

イプを作成する．また，岐阜県を対象としたケーススタディーを通じて，迅速・正確な被

害把握と意思決定支援を目指す本開発システムの有効性を検証する． 
 
2) 業務の成果 
「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」によりもたらされる初期被害推定は，さ

きに(b)で述べたように逐次推定更新のための「一次情報」となる．ここではまず，被害推
定の不確定性の扱い方について解説する． 
 一般に，地震動強度情報に基づいて被害推定を行う際には，本来ばらつきを含む被害関

数から算定された被害確率が確定論的に取り扱われる場合が多い．例として被災ランクを

3 種類として，全壊確率 p1，半壊確率 p2，無被害確率 p3 ( = 1‐p1‐p2)と推定された場合
を考える．これは先に述べたように，図 11 でいえば，三角座標の 1 点で表わされること
となる．対象棟数を N とすると，全壊・半壊・無被害の棟数はそれぞれ N･p1，N･p2，N･
p3と推定されるが，リアルタイム地震防災システムの多くは，初期被害推定と実被害情報

を関連付ける手だてを持たない．これでは初期被害推定は一過性の情報に留まり，実被害

情報を逐次取り込んだ推定更新ができない． 
 本研究課題では，地震動強度情報と実被害情報の統合処理を実現するため，初期被害推

定値に適当な不確定性を与える方法をとった．「10 分の 2」と「1000 分の 200」はいずれ
も「確率 0.2」を表わすが，分母を母集団からのサンプル数と考えると，これが大きいほ
ど推定確率が統計的に確からしいことを意味する．これを利用して初期被害推定の不確定

性を表わすのが「仮設的事前標本」14)であり，「棟数 M0'あたりの被害棟数が n0'1，n0'2，
n0'3 ( = M0'‐n0'1‐n0'2)」という表現形式をとる．ここで，ある被害確率のもとでの被害棟
数が多項分布に従うと仮定すると，被害棟数から推定される被害確率の確率分布はディリ

クレ分布に従い，仮設的事前標本(M0', n0'1，n0'2，n0'3)で記述される． 
 図 29 は，M0' = 1, 10, 100 の場合のディリクレ分布を三角座標で表示したものであり，
全壊・半壊・無被害の確率が等確率で 3 分の 1 ずつの場合（上段）と，0.2, 0.3, 0.5 の場
合（下段）を示している（ちなみに図 11 は M0'=10 とした場合の下段のパターンである）．
M0'が小さいほど確率分布が拡がり，逆に M0'が大きいほど確率分布が平均値まわりに密集
している．つまり初期被害推定の不確定性が M0'の大小で表現されることから，震度情報
や被害関数の精度に応じて，初期被害推定の確からしさを M0'で規定する．ディリクレ分



布は多項分布と「共役分布」の関係にあり，事前・事後の分布の種類が変化しない．実被

害情報(M0, n01, n02, n03)を得た場合，事後分布は更新されたパラメータ(M0'+M0, n0'1+n01，

n0'2 +n02，n0'3 +n03)のディリクレ分布となり，仮設的事前標本との連続的扱いが可能であ
る．なお被害棟数の確率分布の予測分布は，多項分布との混合分布で求められ，ディリク

レ多項分布となる． 

  
図 29 被害確率のばらつきの表現（ディリクレ分布）  

 
次に，推定された被害をもとにした緊急対応の意思決定過程を記述する方法について述

べる．地震時には様々な被害が同時多発するので，限りある人的・物的資源を効果的に活

用するには，被害状況に応じた優先付けが重要となる．その判断基準としては建物全壊率

が最適であろう．建物全壊率が低ければ当該地域での自律的対応が可能である一方，全壊

率がある程度高くなると外的支援が不可欠となるからである．本研究では一般表現として，

次のようなルールにより意思決定を下すこととする． 
 

・全壊率 p が ps以下なら緊急対応を優先しない． 
  ・全壊率 p が pf以上なら緊急対応を優先する． 
 
psおよび pfを大きく設定すると，激甚な被害を受けた地域のみが限定的に抽出される．逆

に psおよび pfを小さく設定すると，被害の可能性のある地域が広く抽出される．psと pf

については，地震の規模，被災地の状況，緊急対応の目的などに応じて適切に設定する． 
 ところで全壊率の真値は全貌把握まで不明であり，被害調査の中途段階では推定値であ

る．従って上記の意思決定では，2 種類の過誤の危険性がある． 
 
 ・優先する必要がないところを優先すると判断する誤り（許容確率α）． 

  ・優先すべきところを優先しないと判断する誤り（許容確率β）． 
 
品質管理の分野では，前者は「生産者危険」，後者は「消費者危険」と称され，その許容誤

り確率はそれぞれαおよびβで表される．迅速性より正確性を重視するにはαとβを低く



設定して「慎重」に判断すればよい．逆に，正確性より迅速性を重視するにはαとβを高

く設定して「大胆」に判断すればよい．ただしその上限はα=β=50%である． 
ここまでに示したパラメータを用いると，確率比検定の手法を応用した逐次決定過程を

定式化することができる．その概要は昨年度の報告書に掲載したので，本報告では省略す

る．また定式化の詳細については文献 15)を参照されたい． 
ここでは，図 9 の想定関ヶ原－養老断層地震の推定震度分布を用いて，木造建物の被害

推定と緊急対応の意思決定の経過について例示する．対象としたのは，震源にやや近い大

垣市（人口約 14.9 万人），震源近傍の上石津町（人口約 0.8 万人），ならびに震源からやや
距離のある岐阜市（人口約 40.8 万人）である．面的震度分布および震度曝露人口の推定結
果は図 30(a)～(c)に示すとおりであり，大垣市で計測震度 5.3～6.2，上石津町で計測震度
5.3～6.4，岐阜市で計測震度 4.5～5.9 の範囲となっている． 
まず大垣市を例にとり，上述の 4 種のパラメータα，β，ps ，pf が初期段階の意思決定

結果に及ぼす影響について考察する．図 31 はα=β=20%としたパターンであり，緊急対
応を行う被災レベルについては，(ps ，pf)=(1.25%, 2.5%) ，(2.5%, 5%)，(5%, 10%)，(10%, 
20%)，(20%, 40%)の 5 ケースについて示している．緊急対応を行う基準となる全壊率(ps ，

pf)を比較的低く設定した図 31(a)-(c)では，全メッシュにおいて「決定保留」となっており，
ある程度実被害情報をある程度入手するまで判断を下さないという結果となっている．逆

に基準全壊率(ps ，pf)を比較的高く設定した図 31(d)では，市中心部を除いて初期段階で「緊
急対応なし」と判断されている．さらに基準全壊率 (ps ，pf)を高く設定した図 31(e)では，
1 メッシュを除いて初期段階で「緊急対応なし」と判断されている． 
一方，図 32はα=β=50%としたパターンであり，先に示した 5ケースの基準全壊率(ps ，

pf)のペアについて表示している．この場合には，逐次決定過程において用いられる上下限
値（上限を破れば「緊急対応あり」，下限を破れば「緊急対応なし」と意思決定）が一致す

ることになる．従って被害調査開始前の初期段階で「緊急対応あり」もしくは「緊急対応

なし」のいずれかの意思決定が必ず下されることから，「正確性」より「迅速性」を極端に

優先したパターンであるといえる．図 32(a)-(c)に示すように，市中心部の多くのメッシュ
において初期段階で「緊急対応あり」と判断されている．しかし，緊急対応を行う基準と

なる被災レベル(ps ，pf)を低く設定するに従って，そのメッシュ数が少なくなっており，
図 32(d)では 1 メッシュ，図 32(e)ではゼロとなっていることがわかる． 
次に，大垣市，上石津町，岐阜市における初期被害推定と実被害による更新結果につい

ての結果を示す．ここでは，逐次決定過程のパラメータは ps =5%，pf =10% および α=
β=20%とした．建物全壊率が 10％を超えるような被害地点を許容誤り確率 20%で迅速に
把握し，緊急対応をできるだけ早期に行うことを狙ったパターンである． 
大垣市において震度情報を受信した初期段階における意思決定結果の分布は図 33 に示

すとおりであり，市内の全メッシュで決定保留となっている．このうち 3 つのメッシュ（図
33 の①～③）に着目する．メッシュ①は市中心部に位置するメッシュで建物総数が多く，
なかでも耐震性に劣る木造 A の建物が約半数を占める．推定震度は 6.06 で，初期推定全
壊棟数は平均 106 棟（標準偏差 73 棟）と極めて多い．一方，メッシュ②は耐震性に優れ
た木造 D の建物が多い地区である．推定震度は①と同じく 6.06 であるが，初期推定全壊
棟数が 18（標準偏差 18 棟）と比較的少ない．最後にメッシュ③は，②と同じく木造 D の



建物が多い地区である．推定震度が 5.90 と①および②に近いものの，初期推定全壊数が 3
（標準偏差 5 棟）で②よりさらに少なくなっている． 
 次に，やや時間が経過して全棟数の 10％が調査された段階を考える．簡単のため，各メ
ッシュにおいて，全壊・半壊・無被害棟数の初期推定値の 10%にあたる実被害情報の報告
があったことを仮定した場合を示す．図 34 は更新された意思決定結果の分布で，一部の
メッシュで判断が下されており，「緊急対応あり」は 18 メッシュ，「緊急対応なし」は 52
メッシュとなっている．先のメッシュ①では全壊が多く報告され，優先的に緊急対応の対

象とすべきとの意思決定が下された．この時点での推定全壊棟数は平均 107 棟（標準偏差
27 棟）である．メッシュ②では無被害の報告が多いものの，この段階では決定保留のまま
である．推定全壊棟数は平均 19 棟（標準偏差 10 棟）である．メッシュ③では無被害が多
く報告され，緊急対応を優先しないとの結論に達している．推定全壊棟数は平均 3 棟（標
準偏差 3 棟）である．いずれにおいても，推定被害の標準偏差は初期推定の段階より小さ
くなっており，推定精度が向上したことを意味する． 
 大垣市よりさらに震源に近い上石津町では，初期被害推定と意思決定の結果は図 35 の
ようになった．ここで特徴的なのは，震度情報のみに基づく初期段階で 5 つのメッシュで
「緊急対応あり」となっていることである．これはリアルタイム意思決定基準 15)が満たさ

れたことにより，実被害情報を待つことなく行動を起こすべきであると判断されたことを

示す．その一つであるメッシュ③における推定震度は計測震度 6.42 と高い．さきと同じく
全棟数の 10％が調査された段階では，図 36 に示すように，震度 6.29 のメッシュ②など
42 メッシュで「緊急対応あり」，震度 5.74 のメッシュ①など 30 メッシュで「緊急対応な
し」となっている． 
 大垣市よりもさらに震源から遠い岐阜市では，初期被害推定と意思決定の結果が図 37
のようになった．震度レベルは 5 強～6 弱のメッシュが多く，初期段階ではすべてのメッ
シュで「決定保留」となっているが，図 38 に示すように調査が進むにつれて大きな被害
がないことが明るみにされると，ほぼ全域で「緊急対応なし」と判断されている． 
なお，初期被害推定と整合しないような実被害情報が報告されたパターンについてもシ

ミュレーションを実施した．本報告ではその詳細を割愛するが，初期推定が徐々に是正さ

れる様子が再現されたことを付記しておく． 
 



  

 (a) 大垣市周辺 

  

(b) 上石津町周辺 

  

(c) 岐阜市周辺 
図 30 面的震度分布および震度曝露人口の推定結果 



   
 (a) ps =1.25%，pf =2.5% (b) ps =2.5%，pf =5%  

 

   
 (c) ps =5%，pf =10% (d) ps =10%，pf =20%  

 

 
 (e) ps =20%，pf =40%  
 
図 31 パラメータ ps ，pf が地震直後の初期意思決定結果に及ぼす影響 

（大垣市，α=β=20%） 
 



  
 (a) ps =1.25%，pf =2.5% (b) ps =2.5%，pf =5%  

 

  
 (c) ps =5%，pf =10% (d) ps =10%，pf =20%  

 

 
 (e) ps =20%，pf =40%  

 
図 32 パラメータ ps ，pf が地震直後の初期意思決定結果に及ぼす影響 

（大垣市，α=β=50%） 
 



① ② ③① ② ③  

図 33 初期段階での被害推定と意思決定結果（大垣市） 
（ps =5%，pf =10%，α=β=20%） 

① ② ③① ② ③  
図 34 実被害情報により更新された被害推定と意思決定結果（大垣市） 

（ps =5%，pf =10%，α=β=20%） 



① ② ③① ② ③  
図 35 初期段階での被害推定と意思決定結果（上石津町） 

（ps =5%，pf =10%，α=β=20%） 

① ② ③① ② ③  

図 36 実被害情報により更新された被害推定と意思決定結果（上石津町） 
（ps =5%，pf =10%，α=β=20%） 



① ② ③① ② ③  

図 37 初期段階での被害推定と意思決定結果（岐阜市） 
（ps =5%，pf =10%，α=β=20%） 

① ② ③① ② ③  

図 38 実被害情報により更新された被害推定と意思決定結果（岐阜市） 
（ps =5%，pf =10%，α=β=20%） 



3) 結論ならびに今後の課題 
・ ベイズ確率の方法に基づく確率更新のアルゴリズムを用いて，「被害情報の統合処理

モジュール」のプロトタイプを作成した．さらに，逐次確率比検定のアルゴリズム

を用いて，「緊急対応の意思決定支援モジュール」のプロトタイプを作成した．また，

このモジュールの動作を規定する４種のパラメータ（基準全壊率 ps ，pf，許容誤り

確率α，β）が意思決定プロセスに与える影響について分析し，それらの決定方法

について検討した． 
・ またこれらのモジュールを「リスク対応型地域管理情報システム」に試行的にプラ

グインすることによって，「工学的基盤面における地震動予測モジュール」，「表層地

盤における地震動予測モジュール」，「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」

の 3 モジュール群と連動して動作するプロトタイプを作成した．想定関ヶ原－養老
断層地震を対象として，時空間 GIS 表示による迅速・正確な被害把握と意思決定支
援を目指す本開発システムの有効性を検証した． 

・ 今後，非木造建物を含めて，早期被害把握および緊急対応の意思決定過程のデモン

ストレーションを行う予定である． 
・ 実被害情報の収集過程については，現段階では，無被害を含めて建物一軒一軒の情

報が得られることを仮定している．実被害情報の収集・伝達手段（GPS 搭載のモバ
イル端末など）に関する課題をクリアするとともに，空撮画像およびリモートセン

シング情報による広域被害推定との重ね合わせについて検討を進める必要がある． 
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新聞報道 
1) 毎日新聞 2004 年 2 月 11 日（水）朝刊 

 「シリーズ 備える大地震 地震被害情報統合システム」 
 
 

 
 



(g) 特許出願，ソフトウェア開発，仕様・標準等の策定 
 
1) 特許出願 
なし 

 
2) ソフトウェア開発 
ソフトウェアのプロトタイピングの進捗状況については研究開発課題ごとの「業務の成

果」で述べたとおりである．単体として稼動するソフトウェアを以下に掲げる． 
  名称「震度情報ネットワークを利用した面的震度推定およびリアルタイム震度曝露人

口推計システム」 
  機能：観測震度をもとに面的震度分布を求め，即時的に震度曝露人口を推計する． 
 

3) 仕様・標準等の策定 
 なし 

 



(3) 平成 16 年度業務計画案 
第２年度までに作成した，被害情報の統合処理と意思決定支援のための７モジュール群

（工学的基盤面における地震動予測，表層地盤における地震動予測，各種被害関数を用い

た早期被害推定，空撮画像処理・被災地判定，人工衛星画像処理・被災地判定，被害情報

の統合処理，緊急対応の意思決定支援）のプロトタイプに関して，開発システムの本格的

な運用に向けて下記に示すように改善を進める計画である． 
・ 「基盤面における地震動予測モジュール」および「表層地盤における地震動予測モ

ジュール」については，「面的震度分布推定システム」としてほぼ完成しつつあり，

すでに単独で稼動可能な状況にある．そこで，基盤レベルでの補間と表層地盤の非

線形増幅特性の両面で，さらなる推定精度の向上を図る． 
・ 「被害関数を用いた早期被害推定モジュール」については，木造建物・RC 建物を

対象として，地区ごとの建物属性を考慮して，地域特性に適合したフラジリティー

関数の合成方法について検討を進める． 
・ 「人工衛星画像処理・被災地判定モジュール」については，兵庫県南部地震で得ら

れたデータに基づいて，被害ランクの尤度関数を再定義することによって，逐次更

新アルゴリズムを改良して推定精度向上を図る．また「空撮画像処理・被災地判定

モジュール」については，兵庫県南部地震の被災地域のデータに基づいて被害ラン

クの尤度関数を構築する．第２年度までに基礎的検討を行ったが，第３年度におい

てはさらに，「被害情報の統合処理モジュール」との親和性を考慮して，推定被災度

を「○○棟(パラメータ M0’)のうち××棟(パラメータ n0’)が全壊」という形式で
表現する手法について検討を進める． 

・ 「緊急対応の意思決定支援モジュール」および「被害情報の統合処理モジュール」

については，ベイズ確率の方法に基づく確率更新と逐次確率比検定のアルゴリズム

を用いて，統合情報処理による被害の逐次先行予測システムが完成しつつある．そ

こで「面的震度分布推定システム」および「被害関数を用いた早期被害推定モジュ

ール」と連携させたデモンストレーションを実施する． 
また第３年度においては，開発システムの本格的な運用に向けて入出力データの仕様策

定を行うとともに，上記モジュール群の「リスク対応型地域管理情報システム」へのプラ

グイン作業に入る方針である．具体的には，兵庫県南部地震や想定東海・東南海地震など

を対象として，被害情報処理過程および意思決定過程のシミュレーションを，時空間 GIS
（DiMSIS）上で実施する．同様に，コアチームで用意する川崎市川崎区の検証用データ
を用いたシミュレーションを，時空間 GIS（DiMSIS）上で実施する．プラグイン作業に
ついては，当面，「面的震度分布推定システム」，「被害関数を用いた早期被害推定モジュー

ル」，「被害情報の統合処理モジュール」「緊急対応の意思決定支援モジュール」の４つを先

行して実施する計画である． 
第３年度に実施される中間評価においては，上記のプラグインの進捗状況について報告

するとともに，仮想的なシミュレーションを行った結果のデモンストレーションを行う予

定である． 
 


